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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税および地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。 

２．第69期中間連結会計期間および第69期連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 64,058 79,090 74,137 135,882 150,584 

経常利益 （百万円） 4,417 11,100 12,141 10,734 17,486 

中間（当期）純利益 （百万円） 2,398 6,272 6,984 8,080 9,386 

純資産額 （百万円） 87,363 98,093 107,658 92,254 100,737 

総資産額 （百万円） 147,045 159,261 164,976 153,056 158,499 

１株当たり純資産額 （円） 1,947.67 2,186.76 2,395.47 2,054.25 2,243.26 

１株当たり中間
（当期）純利益 

（円） 53.46 139.83 155.59 177.70 206.80 

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益 

（円） ─── 139.79 155.46 ─── 206.75 

自己資本比率 （％） 59.4 61.6 65.3 60.3 63.6 

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（百万円） 8,832 15,386 14,548 19,523 30,382 

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（百万円） △6,551 △9,130 △6,511 △15,692 △15,129 

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（百万円） △1,121 △4,825 △822 △2,446 △6,106 

現金及び現金同等物
の中間期末（期末）
残高 

（百万円） 33,887 35,638 50,674 33,877 43,197 

従業員数 （人） 5,058 5,061 4,971 5,073 5,004 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第69期中間会計期間および第69期会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 62,549 76,782 71,900 132,543 146,121 

経常利益 （百万円） 3,891 10,458 11,960 9,660 16,415 

中間（当期）純利益 （百万円） 2,009 5,902 6,936 6,902 8,785 

資本金 （百万円） 24,223 24,223 24,223 24,223 24,223 

発行済株式総数 （千株） 45,057 45,057 45,057 45,057 45,057 

純資産額 （百万円） 88,637 98,233 107,139 92,988 100,607 

総資産額 （百万円） 147,029 158,066 163,728 152,426 157,428 

１株当たり純資産額 （円） 1,976.07 2,189.89 2,383.93 2,070.61 2,240.35 

１株当たり中間
（当期）純利益 

（円） 44.79 131.58 154.53 151.43 193.40 

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益 

（円） ─── 131.53 154.39 ─── 193.35 

１株当たり中間
（年間）配当額 

（円） 12.00 12.00 13.00 24.00 25.00 

自己資本比率 （％） 60.3 62.1 65.4 61.0 63.9 

従業員数 （人） 4,195 4,155 4,089 4,185 4,098 
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２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 当社グループは単一セグメントに該当しており、製品の種類等により従業員を区分することが困難なため、従業

員数は、当社、国内子会社、在外子会社の区分により記載しております。 

 （注）従業員数は、就業人員数（当社グループ外部からグループへの出向者を含み、当社グループからグループ外部へ

の出向者を含まない）により記載しております。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数（当社への出向者を含み、当社からの出向者を含まない）により記載しております。 

(3) 労働組合の状況 

ａ．名     称：新光電気労働組合 

ｂ．組 合 員 数：3,895人 

ｃ．所属上部団体名：全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会 

ｄ．労 使 関 係：健全な労使関係を維持しております。 

  平成17年９月30日現在

区分 従業員数（人） 

当社 4,089 

国内子会社 195 

在外子会社 687 

合計 4,971 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 4,089 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間の経済環境は、日本におきましては、企業収益の好転を背景に設備投資が増加傾向を示し、

また、雇用・所得環境の改善により個人消費も底堅い動きを見せるなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしま

した。海外におきましては、米国では原油高の影響が懸念されたものの、個人消費が堅調に推移したほか、設備投

資も増加基調を維持するなど好調を持続し、アジア地域においても、好調な輸出等を背景に緩やかな成長が継続い

たしました。 

 半導体業界につきましては、昨年度後半からのデジタル家電分野の在庫調整が収束に向かうとともに、予想を上

回るパソコン販売の伸びや携帯型音楽プレーヤー市場の成長など一部で明るさも見受けられたものの、競争激化に

より製品価格の下落傾向がさらに強まるなど、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

 このような状況下にあって、当社グループ（当社および連結子会社、以下同じ）は、積極的な受注活動を展開す

るとともに、パソコンや携帯電話向け製品の堅調な需要に対応すべく、生産体制の整備を進めてまいりましたが、

本格的な需要の回復までには至らず、さらに製品価格の下落が進んだことなどから、当中間連結会計期間の業績

は、売上高は741億37百万円（対前年同期比6.3％減）となりました。収益面におきましては、全部門で取り組んで

いる生産革新活動を強力に推進し、生産性向上ならびにコストダウンに注力したことなどにより、経常利益は121

億41百万円（対前年同期比9.4％増）、中間純利益は69億84百万円（同11.4％増）と、中間期における過去最高益

を計上いたしました。 

 部門別の状況は次のとおりであります。なお、当社グループは単一セグメントに該当いたしますので、部門別の

状況は、以下の製品区分により、販売の状況等を表示しております。（以下「２．生産、受注および販売の状況」

において同じ） 

 ＩＣリードフレーム部門では、ＤＲＡＭ向けのＬＯＣタイプリードフレームが、ＢＯＣ（ボード・オン・チッ

プ）タイプＢＧＡ基板への移行により需要が減少したほか、総じて競争激化の影響を大きく受けたことなどによ

り、当部門の売上高は135億24百万円（対前年同期比21.5％減）と減少いたしました。なお、単独ベースでの生産

実績は113億26百万円（対前年同期比23.7％減）、受注高は118億15百万円（同16.6％減）、受注残高は18億61百

万円（同23.6％減）であります。 

 ＩＣパッケージ部門は、ＢＯＣタイプＢＧＡ基板がＤＲＡＭの高速化に伴い需要が増加し、また、新規製品の

受注によるフリップチップタイプパッケージや携帯電話向けのカメラモジュール組立の需要が堅調であったこと

などにより、当部門の売上高は503億5百万円（対前年同期比2.7％増）となりました。なお、単独ベースでの生産

実績は483億12百万円（対前年同期比3.0％増）、受注高は518億18百万円（同0.6％増）、受注残高は78億54百万

円（同18.0％増）であります。 

 気密部品部門につきましては、デジタル分野の在庫調整の収束に伴い、主力の光素子用ガラス端子やＬＩＤの

需要が回復傾向となったものの、単価下落などにより、当部門の売上高は103億1百万円（対前年同期比20.0％

減）と減少いたしました。なお、単独ベースでの生産実績は97億65百万円（対前年同期比20.2％減）、受注高は

97億85百万円（同20.6％減）、受注残高は15億90百万円（同22.7％減）であります。 

製品区分   主要製品 

ＩＣリードフレーム部門 ： 半導体用リードフレーム 

ＩＣパッケージ部門 ： ＰＬＰ（プラスチック・ラミネート・パッケージ）、ＩＣの組立 

気密部品部門 ： 半導体用ガラス端子、アレスタ、精密接触部品 
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 また、所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

ア．日本 

 昨年度後半からのデジタル家電分野の在庫調整が収束に向かい、予想以上のパソコン販売の伸びや

携帯型音楽プレイヤー市場の成長など一部では明るさも見受けられたものの、競争激化による製品価

格の下落傾向が強まるなど、依然として厳しい状況で推移いたしましたが、全部門において生産革新

活動を強力に推進し、生産性向上、コストダウンに注力したことなどにより、売上高は610億12百万円

（対前年同期比5.7％減）、営業利益は116億25百万円（同14.0％増）となりました。 

イ．アジア 

 好調な輸出等を背景に緩やかな成長が継続いたしましたが、競争激化に伴う価格低下等の影響を受

けたことから、売上高は96億12百万円（対前年同期比8.4％増）、営業利益は3億61百万円（同31.6％

減）となりました。 

ウ．アメリカ 

 個人消費が堅調に推移したほか、設備投資も増加基調を維持するなど景気は好調を持続したもの

の、一部製品の需要減少等により、売上高は35億12百万円（対前年同期比36.5％減）、営業利益は1億

22百万円（同25.6％減）となりました。 

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。（以下「第２ 事業の状況」において同じ） 

(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における「現金及び現金同等物」（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ74

億77百万円（17.3％）増加し、506億74百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、当中間連結会計期間には前中間連結会計期間に比べ、8億37百万円（5.4％）

減少し145億48百万円となりました。主な要因は、税金等調整前中間純利益117億4百万円、減価償却費62億62百

万円により資金が増加した一方、法人税等の支払額38億33百万円等により資金が減少したことによるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、当中間連結会計期間には前中間連結会計期間に比べ、26億18百万円

（28.7％）減少し65億11百万円となりました。主な要因は、製造設備等の有形固定資産の取得による支出58億3

百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、当中間連結会計期間には前中間連結会計期間に比べ、40億3百万円

（83.0％）減少し8億22百万円となりました。主な要因は、配当金の支払5億83百万円によるものであります。 

２【生産、受注および販売の状況】 

 当社グループは単一セグメントに該当いたしますので、「生産、受注および販売の状況」につきましては、「１．

業績等の概要」に記載した製品区分により表示しております。なお、当社連結子会社は、当社への製品・部品等の販

売、当社製品の外注加工あるいは当社製品の販売等を主要な事業としているため、生産および受注の状況について

は、「１．業績等の概要」に含めて単独ベースで記載しております。 

(1) 生産実績 

 「１．業績等の概要」に含めて記載しております。 

(2) 受注状況 

 「１．業績等の概要」に含めて記載しております。 
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(3）販売実績 

 （注）前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実

績に対する割合は、次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、半導体パッケージのリーディングカンパニーとして、多様化、高度化するニーズに対応しうる半

導体パッケージ、半導体実装技術の研究開発に取り組んでおります。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は17億54百万円で、主な研究開発活動としては、フリップチップタイプの

ＭＰＵ向けパッケージなど高密度多層配線プリント基板技術の高度化および次世代製品の開発等に注力したほか、エ

レクトロニクス機器の小型化、高機能化に対応する製品の事業化に向けた半導体実装技術の開発などを推進いたしま

した。 

 当社グループの研究開発は、先端技術の基礎研究活動ならびに新製品の事業化に向けた研究開発活動等を開発統括

部に集約し、この開発統括部が中心となって研究開発活動を展開しております。 

 なお、当社グループは単一セグメントに該当しており、また、研究開発活動によって開発される技術の多くはさま

ざまな製品に利用されることなどから、活動の状況および当該費用を製品の種類等により区分することは困難であ

り、部門別等によって示すことは行っておりません。 

部門 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ＩＣリードフレーム 13,524 78.5 

ＩＣパッケージ 50,305 102.7 

気密部品 10,301 80.0 

その他 6 93.9 

合計 74,137 93.7 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

INTEL CORPORATION 22,744 28.8 20,940 28.2 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間末現在において実施および計画している設備の新設および拡充、改修状況は次のとおりであ

ります。 

（注）１．上記設備計画における今後の所要資金37,795百万円は、自己資金により充当し、不足分については銀行借入に

より充当する予定であります。 

２．本計画達成後には、現有生産能力が20％増加する見込みであります。 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

なお、当中間連結会計期間中に完成した設備のうち主なものは次のとおりであります。 
 

内容 金額（百万円） 

 （生産設備） 

 ＩＣリードフレーム 

 ＩＣパッケージ 

  

  

1,059 

2,465 

内容 目的 
予算金額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

着工年月 完成予定年月 

 （生産設備）           

 ＩＣリードフレーム  増産および合理化 8,600 64 平成17年4月 平成19年3月 

 ＩＣパッケージ  〃 26,900 990 平成17年4月 平成19年3月 

 気密部品  〃 2,100 293 平成17年4月 平成19年3月 

 その他 新製品開発 1,600 58 平成17年4月 平成19年3月 

合計  ──── 39,200 1,405  ────  ──── 

2005/12/15 20:39:30新光電気工業株式会社/半期報告書/2005-09-30



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2)【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）商法第289条第2項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 180,000,000 

計 180,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名または
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 45,057,314 45,057,314 
東京証券取引所
（市場第一部） 

─── 

計 45,057,314 45,057,314 ─── ─── 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

 平成17年８月２日 0 45,057 0 24,223 △18,094 6,055 
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(4)【大株主の状況】 

（注）１．証券取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ信託銀行株式会社から、平成17年7月13日付で提出された大量保有報告書により平成17年6月30日現

在で2,582千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合 5.73％）を下表のとおり保有している旨の報

告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。 

  平成17年９月30日現在

氏名または名称  住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

富士通株式会社 
神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番１
号 

22,529 50.00 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,846 8.54 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,826 6.27 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 918 2.04 

住友信託銀行株式会社（信託Ｂ
口） 

大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 664 1.47 

株式会社八十二銀行 長野県長野市中御所字岡田178番地８ 612 1.36 

資産管理サービス信託銀行株式会
社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 502 1.12 

朝日生命保険相互会社 東京都千代田大手町二丁目６番１号 413 0.92 

モルガン・スタンレー・アンド・
カンパニー・インク 
（常任代理人 モルガン・スタン
レー証券会社東京支店） 

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK, U.S.A. 
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号） 

349 0.78 

日興シティ信託銀行株式会社（投
信口）  

東京都品川区東品川二丁目３番14号 341 0.76 

計   33,003 73.25 

氏名または名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式の
割合（％） 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社 136 0.30 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社 1,256 2.79 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ 688 1.53 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・オーストラリア・
リミテッド 

33 0.07 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッド 467 1.04 

計 2,582 5.73 
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２．証券取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、ゴールドマン・サックス証券会社東

京支店（ゴールドマン・サックス・ジャパン・リミテッド）から、平成17年10月14日付で提出された大量保

有報告書により平成17年9月30日現在で2,265千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合 5.03％）を

下表のとおり保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

３．証券取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、フィデリティ投信株式会社から、平

成17年10月14日付で提出された変更報告書により平成17年9月30日現在で1,774千株（発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合 3.94％）を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末

時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

氏名または名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式の
割合（％） 

Goldman Sachs (Japan) Ltd. 71 0.16 

Goldman Sachs International 394 0.87 

Goldman Sachs Asset Management, L.P. 613 1.36 

Goldman Sachs & Co. 331 0.74 

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社 855 1.90 

計 2,265 5.03 
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(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権の数4個）含まれておりま

す。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ─── ─── ─── 

議決権制限株式（自己株式等） ─── ─── ─── 

議決権制限株式（その他） ─── ─── ─── 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 114,800 ─── ─── 

完全議決権株式（その他） 普通株式 44,938,400 449,384 ─── 

単元未満株式 普通株式 4,114 ─── ─── 

発行済株式総数 45,057,314 ─── ─── 

総株主の議決権 ─── 449,384 ─── 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名
または名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

新光電気工業
株式会社 

長野県長野市小島田町
80番地 

114,800 0 114,800 0.25 

計 ─── 114,800 0 114,800 0.25 

月別 平成17年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 3,910 4,340 4,460 4,870 6,340 6,520 

最低（円） 3,490 3,660 4,010 4,280 4,910 5,930 
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）および前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）ならびに当中間連結会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）および当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中

間連結財務諸表および中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金     20,833 28,048   30,264

２．受取手形及び売掛
金 

    46,925 43,187   42,962

３．たな卸資産     8,260 6,360   6,766

４．預け金     15,600 23,650   14,000

５．繰延税金資産     3,119 2,704   2,774

６．その他 ※2   1,722 1,570   1,771

７．貸倒引当金     △41 △33   △34 

流動資産合計     96,419 60.5 105,488 63.9   98,504 62.1

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産                     

(1）建物及び構築物 ※1 18,238 17,552 17,953 

(2）機械装置及び運
搬具 

※1 20,276 19,556 20,156 

(3）工具器具及び備
品 

※1 6,689 5,249 5,767 

(4）土地   7,163 7,175 7,160 

(5）建設仮勘定   4,460 3,263 2,438 

有形固定資産合計     56,828 35.7 52,797 32.0   53,476 33.7 

２．無形固定資産     1,423 0.9 1,752 1.1   1,416 1.0

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   503 580 550 

(2）繰延税金資産   3,446     3,533     3,942     

(3）その他   686 853 655 

(4）貸倒引当金   △45 △28 △46 

投資その他の資産
合計 

    4,590 2.9 4,938 3.0   5,102 3.2

固定資産合計     62,841 39.5 59,488 36.1   59,995 37.9

資産合計     159,261 100.0 164,976 100.0   158,499 100.0 
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前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金     21,148     19,742     19,777   

２．短期借入金     1,468 5,700   890

３．一年内償還予定の
社債  

          10,000     10,000   

４．未払金     3,199     3,259     3,433   

５．未払法人税等     4,721 5,090   4,763

６．未払費用     9,964 8,231   8,136

７．その他     619 644   784

流動負債合計     41,122 25.9 52,668 31.8   47,786 30.1

Ⅱ 固定負債       

１．社債     10,000 0   0

２．長期借入金     6,423 941   6,193

３．退職給付引当金     4,151 4,211   4,253

４．役員退職慰労引当
金 

    355 399   382

固定負債合計     20,929 13.1 5,551 3.4   10,829 6.8

負債合計     62,052 39.0 58,220 35.2   58,616 36.9

                      

（少数株主持分）       

少数株主持分     △884 △0.6 △901 △0.5   △853 △0.5

        

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     24,223 15.2 24,223 14.7   24,223 15.3

Ⅱ 資本剰余金     24,150 15.2 24,150 14.6   24,150 15.2

Ⅲ 利益剰余金     52,869 33.2 61,726 37.4   55,445 35.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    177 0.1 225 0.2   205 0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定     △2,668 △1.7 △2,288 △1.4   △2,628 △1.7

Ⅵ 自己株式     △658 △0.4 △378 △0.2   △658 △0.4

資本合計     98,093 61.6   107,658 65.3   100,737 63.6 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    159,261 100.0 164,976 100.0   158,499 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     79,090 100.0 74,137 100.0   150,584 100.0 

Ⅱ 売上原価     61,558 77.8 55,478 74.8   119,982 79.7

売上総利益     17,532 22.2 18,659 25.2   30,602 20.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1   6,564 8.3 6,477 8.8   12,683 8.4

営業利益     10,967 13.9 12,181 16.4   17,918 11.9

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   62     118     159     

２．技術料   77 73 223 

３．為替差益   649 520 631 

４．雑収入   387 1,177 1.4 107 819 1.2 540 1,555 1.0

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   167 161 330 

２．退職給付積立不足
償却額 

  569     518     1,139     

３．雑支出   307 1,044 1.3 179 860 1.2 518 1,987 1.3

経常利益     11,100 14.0 12,141 16.4   17,486 11.6 

Ⅵ 特別損失       

固定資産除却損 ※2 860 860 1.1 437 437 0.6 2,095 2,095 1.4

税金等調整前中間
(当期)純利益 

    10,240 12.9 11,704 15.8   15,391 10.2

法人税、住民税及
び事業税 

  4,404     4,302     6,582     

法人税等調整額   △446 3,957 5.0 481 4,784 6.5 △630 5,951 4.0

少数株主利益     10 －       52 － 

少数株主損失      64 0.1   

中間（当期）純利
益 

    6,272 7.9 6,984 9.4   9,386 6.2
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   24,150 24,150   24,150

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  24,150 24,150   24,150

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   47,245 55,445   47,245

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益   6,272 6,272 6,984 6,984 9,386 9,386

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   538 583  1,076 

２．役員賞与   110 110  110 

３．自己株式処分差損    － 648 10 703 － 1,186

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  52,869 61,726   55,445

       

2005/12/15 20:39:30新光電気工業株式会社/半期報告書/2005-09-30



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
(当期)純利益 

  10,240 11,704 15,391

減価償却費   7,203 6,262 15,334

退職給付引当金の増
減額 

  155 △43 252

受取利息及び受取配
当金 

  △66 △124 △164

支払利息   167 161 330

為替差益   △128 △81 △40

有形固定資産除却損   825 365 1,968

売上債権の増加額   △4,590 △50 △681

たな卸資産の減少額   568 435 2,080

仕入債務の増減額   2,206 △257 932

未払費用の増減額   1,580 85 △258

その他   △26 △36 △88

小計   18,135 18,419 35,056

利息及び配当金の受
取額 

  61 124 164

利息の支払額   △166 △161 △330

法人税等の支払額   △2,644 △3,833 △4,508

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  15,386 14,548 30,382
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前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △291 △133 △1,150

定期預金の払戻によ
る収入 

  295 209 953

有形固定資産の取得
による支出 

  △8,721 △5,803 △14,227

無形固定資産の取得
による支出 

  △344 △566 △599

投資及び長期貸付金
の増加額 

  △149 △242 △204

その他   81 24 98

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △9,130 △6,511 △15,129

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純減少
額 

  △144 △308 △202

長期借入れによる収
入 

  700 0 700

長期借入金の返済に
よる支出 

  △4,849 △200 △5,535

配当金の支払額   △538 △583 △1,076

自己株式の取得によ
る支出 

  ― ― ―

自己株式の売却によ
る収入 

  7 269 8

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △4,825 △822 △6,106

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  330 262 174

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額 

  1,760 7,477 9,319

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  33,877 43,197 33,877

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  35,638 50,674 43,197
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数  10社 

主要な連結子会社名 

SHINKO ELECTRONICS  

(MALAYSIA) SDN.BHD. 

韓国新光マイクロエレクト

ロニクス株式会社 

SHINKO ELECTRIC AMERICA, 

INC. 

(1)連結子会社の数  10社 

主要な連結子会社名 

SHINKO ELECTRONICS  

(MALAYSIA) SDN.BHD. 

韓国新光マイクロエレクト

ロニクス株式会社 

SHINKO ELECTRIC AMERICA, 

INC. 

(1)連結子会社の数  10社 

主要な連結子会社名 

SHINKO ELECTRONICS  

(MALAYSIA) SDN.BHD. 

韓国新光マイクロエレクト

ロニクス株式会社 

SHINKO ELECTRIC AMERICA, 

INC. 

        

  (2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社  １社 

SHINKO MICROELECTRONICS 

(THAILAND) CO., LTD. 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社  １社 

SHINKO MICROELECTRONICS 

(THAILAND) CO., LTD. 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社  １社 

SHINKO MICROELECTRONICS 

(THAILAND) CO., LTD. 

  （連結の範囲から除いた理

由） 

非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、中

間連結純損益（持分に見合

う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を与えていな

いためであります。 

同左 

  

（連結の範囲から除いた理

由） 

非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な

影響を与えていないためで

あります。 

        

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用していない非連結子

会社は、中間連結純損益および利

益剰余金等に与える影響が軽微で

あり重要性がないため持分法の適

用範囲から除外しております。 

なお、当社は、関連会社を有して

おりません。 

同左 

  

持分法を適用していない非連結子

会社は、連結純損益および利益剰

余金等に与える影響が軽微であり

重要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

なお、当社は、関連会社を有して

おりません。 

        

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間決算日 

６月末日  １社 

 ９月末日  ９社 

６月末日中間決算会社は、６月末

中間決算により連結しておりま

す。 

中間連結決算日の不一致による差

異に重要なものがある場合には連

結上調整を行うこととしておりま

す。 

同左 

  

  

  

  

連結子会社の決算日 

12月末日  １社 

 ３月末日  ９社 

12月末日決算会社は、12月末決算

により連結しております。 

連結決算日の不一致による差異に

重要なものがある場合には連結上

調整を行うこととしております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

および評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定） 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

        

  ②デリバティブ 

時価法 

②      同左 ②      同左 

        

  ③たな卸資産 

総平均法および先入先出法によ

る原価法であります。 

③      同左 ③      同左 

        

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

主に定率法によっております。

ただし、当社および国内連結子

会社については、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く。）について、

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 

10～38年 

機械装置及び運搬具 

５～12年 

①      同左 ①      同左 

        

  ②無形固定資産 

定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

②      同左 ②      同左 

        

(3）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

①      同左 ①      同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、10年による按分額を費

用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定額

法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、10年による按分額、ま

た、過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る按分額を費用処理しておりま

す。 

また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定額

法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、10年による按分額を費

用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定額

法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

        

  ③役員退職慰労引当金 

当社および一部の連結子会社

は、役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づき中間連結

会計期間末要支給額を計上して

おります。 

③      同左 ③役員退職慰労引当金 

当社および一部の連結子会社

は、役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づき連結会計

年度末要支給額を計上しており

ます。 

        

(4）重要な外貨建の資産ま

たは負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

なお、在外子会社の資産、負債、

収益および費用は、在外子会社の

中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整勘定に含

めております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

なお、在外子会社の資産、負債、

収益および費用は、在外子会社の

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に含めて

おります。 

        

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。 

①      同左 ①      同左 

        

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約取引 
外貨建予定取

引 

通貨オプショ

ン取引 

外貨建予定取

引 

②      同左 ②      同左 

        

  ③ヘッジ方針 

当社グループは、将来の為替の

相場変動に伴うリスクの軽減を

図る目的で、デリバティブ取引

に関する管理規定を定めてお

り、その規定に基づきヘッジの

有効性を判定し、デリバティブ

取引を行っております。 

③      同左 ③      同左 

        

  ④有効性評価の方法 

ヘッジ手段の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ対象の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動の累計を

比較勘案し、有効性を評価して

おります。 

④      同左 ④      同左 

        

(7）消費税等の会計処理方

法 

税抜方式を採用しております。 同左 同左 

        

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金および容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 

        

   中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））および「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

147,898百万円 155,749百万円 152,305百万円 

※２．消費税等 ※２．      同左 ※２．      同左 

未収消費税等は流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

    

      

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主要な費

目および金額は次のとおりでありま

す。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費

目および金額は次のとおりでありま

す。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費

目および金額は次のとおりでありま

す。 

荷造費・運賃・保

管料 
719百万円

従業員給料手当 1,360百万円

研究開発費 1,618百万円

荷造費・運賃・保

管料 
754百万円

従業員給料手当 1,297百万円

研究開発費 1,754百万円

荷造費・運賃・保

管料 
1,380百万円

従業員給料手当 2,736百万円

研究開発費 3,175百万円

※２．固定資産除却損 ※２．固定資産除却損 ※２．固定資産除却損 

固定資産除却損の発生は全て当社のも

のであり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

固定資産除却損の発生は全て当社のも

のであり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

固定資産除却損の発生は全て当社のも

のであり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

機械装置及び運搬

具 
186百万円

工具器具及び備品 175百万円

その他 499百万円

機械装置及び運搬

具 
101百万円

工具器具及び備品 124百万円

その他 211百万円

建物及び構築物 71百万円

機械装置及び運搬

具 
306百万円

工具器具及び備品 287百万円

その他 1,429百万円

      

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) (平成17年９月30日現在) （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 20,833百万円

預け金勘定 15,600百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△795百万円

現金及び現金同等物 35,638百万円

現金及び預金勘定 28,048百万円

預け金勘定 23,650百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△1,024百万円

現金及び現金同等物 50,674百万円

現金及び預金勘定 30,264百万円

預け金勘定 14,000百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△1,067百万円

現金及び現金同等物 43,197百万円
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具
及び備品 

1,788 1,110 677 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器具
及び備品 

1,499 1,033 466

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器具
及び備品 

1,860 1,333 526

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

(注)       同左 (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

一年内 358百万円

一年超 319百万円

合計 677百万円

一年内 222百万円

一年超 243百万円

合計 466百万円

一年内 289百万円

一年超 236百万円

合計 526百万円

(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(注)       同左 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

(3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 176百万円

減価償却費相当額 176百万円

支払リース料 184百万円

減価償却費相当額 184百万円

支払リース料 419百万円

減価償却費相当額 419百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）      同左 (4）      同左 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

    

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

一年内 7百万円

一年超 18百万円

合計 25百万円

一年内 7百万円

一年超 13百万円

合計 21百万円

一年内 6百万円

一年超 14百万円

合計 20百万円

      

2005/12/15 20:39:30新光電気工業株式会社/半期報告書/2005-09-30



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 64 361 297 

(2）債券       

国債・地方債 0 0 0 

社債 0 0 0 

その他 0 0 0 

(3）その他 0 0 0 

合計 64 361 297 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 136 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 60 438 378 

(2）債券       

国債・地方債 0 0 0 

社債 0 0 0 

その他 0 0 0 

(3）その他 0 0 0 

合計 60 438 378 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 136 
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前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 63 408 345 

(2）債券       

国債・地方債 0 0 0 

社債 0 0 0 

その他 0 0 0 

(3）その他 0 0 0 

合計 63 408 345 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 136 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(1）取引の内容 

当社グループは、為替予約取引を利用し

ております。 

(1）取引の内容 

 当社グループは、為替予約取引および

通貨オプション取引を利用しておりま

す。 

(1）       同左 

      

(2）取引に対する取組方針 

当社グループのデリバティブ取引は、将

来の為替の変動によるリスク回避を目的

としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

(2）       同左 (2）       同左 

      

(3）取引の利用目的 

当社グループのデリバティブ取引は、外

貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回

避する目的で利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッ

ジ会計を行っております。 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オプシ

ョン取引 

ヘッジ対象…外貨建予定取引 

(3）       同左 (3）       同左 

      

(4）取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している為替予約取

引および通貨オプション取引は、為替相

場の変動によるリスクを有しておりま

す。 

なお、当社グループのデリバティブ取引

の契約先はいずれも信用度の高い銀行で

あるため、相手先の契約不履行によるリ

スクはほとんどないと認識しておりま

す。 

(4）       同左 (4）       同左 

      

(5）取引に係るリスク管理体制 

当社グループのデリバティブ取引につい

ては、当社グループの運用ルールに基づ

き、各社ごとに経理部門が契約の締結を

行っております。 

各社の経理部門は、一定の範囲の取引限

度を超えないように管理しており、取引

結果はその都度経営陣に報告しておりま

す。 

(5）       同左 (5）       同左 

      

(6）取引の時価等に関する事項についての補

足説明 

取引の時価等に関する事項についての契

約額等は、あくまでもデリバティブ取引

における名目的な契約額、または計算上

の想定元本であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すも

のではありません。 

(6）       同左 (6）       同左 
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２．取引の時価等に関する事項 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

通貨関連 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

通貨関連 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

        

為替予約取引       

売建       

米ドル 8,418 8,506 △87 

合計  ─── ─── △87 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

        

為替予約取引       

売建       

米ドル 3,644 3,716 △72 

 オプション取引       

売建 (88) (164) △76 

        ドルコール   9,149     

買建  (88) (51) △37 

ドルプット   9,149     

合計  ───  ─── △185 
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前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

通貨関連 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

        

為替予約取引       

売建       

米ドル 6,156 6,244 △88 

 オプション取引       

売建 (23) (83) △60 

        ドルコール   4,224     

買建  (23) (13) △9 

ドルプット   4,224     

合計  ───  ─── △158 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、当社グループは、電子・通信機

器部品の製造・販売のみを行っている単一セグメントに該当いたしますので、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国、中華人民共和国 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国、中華人民共和国 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
アメリカ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去または
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
64,688 8,869 5,532 79,090   79,090 

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高 
12,111 989 461 13,562 (13,562) 0 

計 76,800 9,859 5,994 92,653 (13,562) 79,090 

営業費用 66,602 9,331 5,829 81,763 (13,640) 68,122 

営業利益 10,197 527 164 10,890 77 10,967 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
アメリカ 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去または
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
61,012 9,612 3,512 74,137   74,137 

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高 
10,902 961 446 12,310 (12,310) 0 

計 71,915 10,574 3,958 86,448 (12,310) 74,137 

営業費用 60,289 10,213 3,835 74,339 (12,382) 61,956 

営業利益 11,625 361 122 12,109 72 12,181 
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前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国、中華人民共和国 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国、中華人民共和国ほか 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国ほか 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
アメリカ 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去または
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
123,516 18,292 8,775 150,584   150,584 

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高 
22,640 2,092 815 25,548 (25,548) 0 

計 146,156 20,384 9,590 176,132 (25,548) 150,584 

営業費用 129,416 19,582 9,353 158,352 (25,686) 132,665 

営業利益 

（または営業損失） 
16,740 802 237 17,779 138 17,918 

  アジア アメリカ その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 36,632 12,574 2,197 51,404 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ─── ─── ─── 79,090 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％） 
46.3 15.9 2.8 65.0 
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当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国、中華人民共和国ほか 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国ほか 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国、中華人民共和国ほか 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国ほか 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  アジア アメリカ その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 37,356 9,762 2,197 49,316 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ─── ─── ─── 74,137 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％） 
50.4 13.1 3.0 66.5 

  アジア アメリカ その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 71,990 20,651 4,194 96,837 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ─── ─── ─── 150,584 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
47.8 13.7 2.8 64.3 
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（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

(2)【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,186.76円

１株当たり中間純利益 139.83円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 

139.79円

１株当たり純資産額 2,395.47円

１株当たり中間純利益 155.59円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 

155.46円

１株当たり純資産額 2,243.26円

１株当たり当期純利益 206.80円

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

206.75円

      

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 6,272 6,984 9,386 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0 110 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 6,272 6,984 9,276 

期中平均株式数（千株） 44,856 44,892 44,857 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益調整額（百万円） 0 0 0 

普通株式増加数（千株） 15 38 10 

（うち自己株式取得方式によるストックオプシ

ョン） 
(15) (38) (10) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

────── ────── ────── 
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２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   15,058 21,530 24,250 

２．受取手形   529 422 380 

３．売掛金   48,095 44,770 44,270 

４．たな卸資産   7,631 5,749 6,162 

５．未収入金 ※2 1,140 1,030 1,312 

６．預け金   15,600 23,650 14,000 

７．繰延税金資産   3,045 2,626 2,700 

８．その他   374     337     247     

流動資産合計     91,474 57.9 100,117 61.1   93,326 59.3

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産       

(1）建物 ※1 15,857     15,271     15,635     

(2）機械装置 ※1 19,620 18,951 19,541 

(3）工具器具及び備
品 

※1 6,157 4,816 5,379 

(4）土地   6,905     6,905     6,905     

(5）建設仮勘定   4,332 3,226 2,359 

(6）その他 ※1 1,460 1,347 1,402 

有形固定資産合計     54,334 34.4 50,518 30.9   51,223 32.5

２．無形固定資産     1,420 0.8   1,745 1.1   1,414 0.9 

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   7,359 7,441 7,408 

(2）繰延税金資産   3,116 3,330 3,677 

(3）その他   1,321     1,538     1,309     

(4）貸倒引当金   △961 △963 △930 

投資その他の資産
合計 

    10,836 6.9 11,347 6.9   11,464 7.3 

固定資産合計     66,591 42.1 63,611 38.9   64,102 40.7

資産合計     158,066 100.0 163,728 100.0   157,428 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   20,866 19,378 19,533 

２．短期借入金   1,000     5,700     600     

３．一年内償還予定の
社債 

    10,000 10,000 

４．未払金   3,149 3,229 3,416 

５．未払法人税等   4,470 4,807 4,533 

６．未払費用   9,843 8,292 8,123 

７．その他   567   650   739   

流動負債合計     39,898 25.3 52,057 31.8   46,946 29.8

Ⅱ 固定負債       

１．社債   10,000     0     0     

２．長期借入金   5,500 0 5,300 

３．退職給付引当金   4,080 4,132 4,193 

４．役員退職慰労引当
金 

  353   399   381   

固定負債合計     19,934 12.6 4,531 2.8   9,874 6.3

負債合計     59,833 37.9 56,588 34.6   56,821 36.1

        

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     24,223 15.3 24,223 14.8   24,223 15.4

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   24,150 6,055 24,150 

２．その他資本剰余金         18,094           

資本剰余金合計     24,150 15.3 24,150 14.8   24,150 15.3

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   911 0 911 

２．任意積立金   41,230     49,281     41,230     

３．中間（当期）未処
分利益 

  8,199 9,637 10,543 

利益剰余金合計     50,341 31.8   58,919 35.9   52,686 33.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    177 0.1 225 0.1   205 0.1

Ⅴ 自己株式     △658 △0.4 △378 △0.2   △658 △0.4

資本合計     98,233 62.1 107,139 65.4   100,607 63.9

負債・資本合計     158,066 100.0 163,728 100.0   157,428 100.0 
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②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     76,782 100.0   71,900 100.0   146,121 100.0 

Ⅱ 売上原価     59,866 78.0 53,606 74.6   116,429 79.7

売上総利益     16,915 22.0 18,293 25.4   29,692 20.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    6,791 8.8 6,727 9.3   13,102 8.9

営業利益     10,124 13.2 11,565 16.1   16,589 11.4

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   36 69 89 

２．為替差益    567 596 508 

３．その他   763 1,367 1.7 580 1,246 1.7 1,120 1,717 1.1

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   28 25 54 

２．社債利息   133 134 265 

３．退職給付積立不足
償却額 

  566 515 1,133 

４．その他   304 1,033 1.3 176 851 1.2 438 1,891 1.3

経常利益     10,458 13.6 11,960 16.6   16,415 11.2

Ⅵ 特別損失                     

固定資産除却損 ※1 860 860 1.1 437 437 0.6 2,095 2,095 1.4

税引前中間(当期)
純利益 

    9,597 12.5 11,523 16.0   14,320 9.8

法人税、住民税及
び事業税 

  4,244 4,178 6,320 

法人税等調整額   △549 3,695 4.8 407 4,586 6.4 △785 5,535 3.8

中間（当期）純利
益 

    5,902 7.7 6,936 9.6   8,785 6.0

前期繰越利益     2,297 1,800   2,297

利益準備金取崩額     911   

自己株式処分差損     － 10   －

中間配当額             538   

中間（当期）未処
分利益 

    8,199 9,637   10,543
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準および評

価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

        

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）     同左 (2）     同左 

        

  (3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

総平均法による原価法 

原材料・貯蔵品 

先入先出法による原価法 

(3）     同左 (3）     同左 

        

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く。）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物 15～38年

機械装置 ５～12年

(1）     同左 (1）     同左 

        

  (2）無形固定資産 

定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）     同左 (2）     同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

        

  (2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、10年による按分額

を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定

額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、10年による按分

額、また、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による按分額を費用

処理しております。 

また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定

額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、10年による按分額

を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定

額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

        

  (3)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づき中間期末

要支給額を計上しておりま

す。 

(3)     同左 

  

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づき期末要支

給額を計上しております。 

        

４．外貨建の資産または負債

の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

        

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

(1)     同左 (1）     同左 

        

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約取

引 

外貨建予定

取引 

通貨オプシ

ョン取引 

外貨建予定

取引 

(2）     同左 (2）     同左 

        

  (3)ヘッジ方針 

当社は、将来の為替の相場変

動に伴うリスクの軽減を図る

目的で、デリバティブ取引に

関する管理規定を定めてお

り、その規定に基づきヘッジ

の有効性を判定し、デリバテ

ィブ取引を行っております。 

(3)     同左 (3）     同左 

        

  (4）有効性評価の方法 

ヘッジ手段の相場変動または

キャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ対象の相場変動ま

たはキャッシュ・フロー変動

の累計を比較勘案し、有効性

を評価しております。 

(4）     同左 (4）     同左 

        

７．消費税等の会計処理方法 税抜方式を採用しております。 同左 同左 

        

   中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これによる損益に与える影

響はありません。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

139,657百万円 146,690百万円 143,984百万円 

※２．消費税等 ※２．      同左 ※２．      同左 

未収消費税等は流動資産の「未収入

金」に含めて表示しております。 

    

 ３．保証債務残高は、下記のとおりであ

り、下記被保証先の銀行借入等に対す

るものであります。 

 ３．保証債務残高は、下記のとおりであ

り、下記被保証先の銀行借入等に対す

るものであります。 

 ３．保証債務残高は、下記のとおりであ

り、下記被保証先の銀行借入等に対す

るものであります。 

保証先 金額 

SHINKO 
ELECTRONICS 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

473百万円 
(4,200千米ドル 

258千マレーシア 
リンギット)

保証先 金額 

SHINKO 
ELECTRONICS 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

7百万円 
( 263千マレーシア 

リンギット)
 

保証先 金額 

SHINKO 
ELECTRONICS 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

297百万円 
(2,700千米ドル 

284千マレーシア 
リンギット)

      

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

機械装置 186百万円

工具器具及び備品 175百万円

その他 499百万円

機械装置 101百万円

工具器具及び備品 124百万円

その他 211百万円

建物 70百万円

機械装置 306百万円

工具器具及び備品 287百万円

その他 1,430百万円

２．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

２．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

２．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

有形固定資産 6,579百万円

無形固定資産 222百万円

長期前払費用 59百万円

計 6,860百万円

有形固定資産 5,690百万円

無形固定資産    228百万円

長期前払費用 54百万円

計 5,973百万円

有形固定資産 14,039百万円

無形固定資産 454百万円

長期前払費用 118百万円

計 14,611百万円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具
及び備品 

1,788 1,110 677 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器具
及び備品 

1,499 1,033 466

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器具
及び備品 

1,860 1,333 526

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）      同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

      

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

一年内 358百万円

一年超 319百万円

合計 677百万円

一年内 222百万円

一年超 243百万円

合計 466百万円

一年内 289百万円

一年超 236百万円

合計 526百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

      

(3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 176百万円

減価償却費相当額 176百万円

支払リース料 184百万円

減価償却費相当額 184百万円

支払リース料 419百万円

減価償却費相当額 419百万円

      

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）      同左 (4）      同左 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

    

      

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

一年内 5百万円

一年超 9百万円

合計 14百万円

一年内 4百万円

一年超 5百万円

合計 9百万円

一年内 4百万円

一年超 7百万円

合計 12百万円
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（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

(2)【その他】 

 平成17年10月28日開催の当社取締役会において、平成17年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記

載または記録された株主または登録質権者に対し、第71期中間配当金として１株につき13円（総額584,252,435

円）を支払うことを決議いたしました。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,189.89円

１株当たり中間純利益 131.58円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 

131.53円

１株当たり純資産額 2,383.93円

１株当たり中間純利益 154.53円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 

154.39円

１株当たり純資産額 2,240.35円

１株当たり当期純利益 193.40円

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

193.35円

      

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 5,902 6,936 8,785 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0 110 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 5,902 6,936 8,675 

期中平均株式数（千株） 44,856 44,892 44,857 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益調整額（百万円） 0 0 0 

普通株式増加数（千株） 15 38 10 

（うち自己株式取得方式によるストックオプシ

ョン）  
(15) (38) (10) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

────── ────── ────── 
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第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 発行登録書（普通社債）およびその添付資料 

平成17年４月８日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度（第70期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出 

(3) 訂正発行登録書 

平成17年６月30日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月20日   

新光電気工業株式会社   

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 伊佐山 操  印

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 持永  勇一 印

  
指定社員 

業務執行社員
公認会計士 小林  宏  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新光電

気工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、新光電気工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月20日   

新光電気工業株式会社   

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 伊佐山 操  印

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 角田 伸理之 印

  
指定社員 

業務執行社員
公認会計士 小林  宏  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新光電

気工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、新光電気工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月20日   

新光電気工業株式会社   

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 伊佐山 操  印

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 持永  勇一 印

  
指定社員 

業務執行社員
公認会計士 小林  宏  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新光電

気工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第70期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、新光電気工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月20日   

新光電気工業株式会社   

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 伊佐山 操  印

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 角田 伸理之 印

  
指定社員 

業務執行社員
公認会計士 小林  宏  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新光電

気工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第71期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、新光電気工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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